
参 考
（平成２３年度大阪府同和問題解決推進審議会資料）

適　用 適　用

相互補完

■目的
平成13年大阪府同和対策審議会答申で示されている課題がどのように推移しているかを把握し、適切かつ効果的な取組みを進めていくた
め、前回の実態把握では十分に把握できなかった「労働の課題」に関する事項を中心に実施。

同和問題の解決に向けた実態把握（概念図）

※「旧同和対策事業対象地域」とは、平成12年度に実施した同和問題の解決に向けた実
態等調査の対象地域（平成13年度まで特別措置としての同和対策事業を実施してきた地
域）をいう。

非正規労働者比率や教育の状況など仮説23項目、単純集計29項目を適用

旧同和対策事業対象地域 

類型化【9類型】 

 

（１）第一・二種低層住居専用地域 

（２）第一・二種中高層住居専用地域 

（３）第一・二種住居地域 

（４）準住居地域 

（５）近隣商業地域 

（６）商業地域 

（７）準工業地域 

（８）工業地域 

（９）市街化調整地域 

大 阪 府 域 

府域全域（従前どおり） 

社会的援護を要する課題

があると思われる地域（共

通の課題） 

旧同和対策事業対象地域

に隣接する地域【9類型】

（共通の町並み） 

社会的排除リスクに関連する仮説・単純集計項目の検証（資料２） 

検証・分析項目の加工（社会指標の設定：資料３） 

 

「実態把握検討プロジェクト」有識者

と共同し、統計上の有意差について

は多変量解析を用い、旧同和対策

事業対象地域において生じている課

題の要因について検証。 

 

行政データを活用した実態把握 

（資料４）<今回実施> 

国勢調査を活用した実態把握（資料２）<今回実施> 

 

相談事業を通

じた実態把握

<H18実施> 

単純比較 

類型比較 

課題比較 

 

人権問題に関す

る府民意識調査

<H22実施> 

補 完 


